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423,322 kl 
 

１ 概要   平成２０年度におけるし尿処理及び浄化槽汚泥処理の概要は，図３－１のとおりである。 
                 下水道終末処理場                                

公共下水道 人  口  1,785,260人  [62.3％]                 浄 化 槽                                                          県外分し尿  県外分浄化槽汚泥                            

水 洗 化 人  口   2,479,246人   [86.6％] 浄 化 槽 人  口  693,986人  [24.2％]           し 尿 処 理 施 設          705,933 kl                             下 水 道 投 入          10,867 kl                   
計画収集 人  口  364,650人  [12.7％]           そ の 他             0 kl                             自 家 処 理          12,903 kl   

総 人 口   2,864,240人   [100％] 
非水洗化 人  口   384,994人   [13.4％] 自家処理 人  口  20,344人  [0.7％]           

 （注）１ 浄化槽人口にはコミュニティプラント人口（953 人）を含む。    ２ 県外分とは，山口県和木町からの受託分である。    ３ 「その他」とは，し尿処理施設又は下水道投入以外の処理をいい，農地還元を含む。 
 図３－１ し尿処理及び浄化槽汚泥処理の概要 
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２ 処理人口 （１）処理人口の推移   し尿処理人口の推移は，表３－１及び図３－２のとおりである。計画収集人口の見直し等に伴い，自家処理人口は減少傾向にある。 市町別の水洗化人口及び非水洗化人口は，Ⅳ資料編の資料―表１４に示すとおりである。 
 表３－１ し尿処理人口の推移 （単位：人） 計 画 処 理 区 域 人 口                         水 洗 化 人 口           非 水 洗 化 人 口           区  分 

 

 

 

 年  度 下 水 道      人   口 浄 化 槽      人   口 小   計 計画収集      人   口 自家処理      人   口 小   計  

 合   計 １６ 1,660,926 730,020 2,390,946 422,168 64,266 486,434 2,877,380 １７ 1,694,529 708,487 2,403,016 433,954 38,396 472,350 2,875,366 １８ 1,727,912 702,308 2,430,220 409,865 32,299 442,164 2,872,384 １９ 1,762,068 693,868 2,455,936 385,551 27,512 413,603 2,868,999 ２０ 1,785,260 693,986 2,479,246 364,650 20,344 384,994 2,864,240 全国 （１９年度） 84,982,403 30,198,736 115,181,139 12,120,670 185,172 12,305,842 127,486,981  （注）水洗化人口について     下水道人口とは，実際に下水道に接続してし尿等を処理している人口，浄化槽人口とは，浄化槽（合併処理浄化槽，単独処理浄化槽，農業集落排水処理施設等）を利用してし尿等を処理している人口，水洗化人口とは両者を合わせた人口である。なお，浄化槽人口には，コミュニティ・プラント処理人口を含む。 
 

図３－２　し尿処理人口の推移
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（２）水洗化率及び非水洗化率 水洗化率及び非水洗化率の推移は，表３－２及び図３－３のとおりである。下水道及び浄化槽の普及により水洗化率は年々増加している。 
 表３－２ 水洗化率及び非水洗化率の推移                                          （単位：％） 水 洗 化 率           非 水 洗 化 率           区  分 

 

 年  度 下 水 道 水 洗 化 率 浄 化 槽 水 洗 化 率 小   計 計画収集率 自家処理率 小   計 １６ ５７．７ ２５．４ ８３．１ １４．７ ２．２ １６．９ １７ ５８．９ ２４．６ ８３．６ １５．１ １．３ １６．４ １８ ６０．２ ２４．５ ８４．６ １４．３ １．１ １５．４ １９ ６１．４ ２４．２ ８５．６ １３．４ １．０ １４．４ ２０ ６２．３ ２４．２ ８６．６ １２．７ ０．７ １３．４ 全 国 （１９年度） ６６．７ ２３．７ ９０．３ ９．５ ０．１ ９．７    （注）１ 水洗化率・非水洗化率は，表３－１に示した各区分の人口の総人口に対する割合である。       ２ 端数処理のため小計が合わない場合がある。 
 

 

図３－３　し尿水洗化率の推移
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３ 収集量及び処理量 （１）収集量    し尿及び浄化槽汚泥の収集量形態別収集量の推移は，表３－３のとおりである。    平成２０年度における年間総収集量は，し尿が２８６，８２１kl（平均１日約７８６kl），浄化槽汚泥が４２９，８６３kl（平均１日約１，１７８kl）で，合計は７１６，６８４klである。    し尿収集量については，下水道及び浄化槽の普及により年々減少する傾向にある。    一方，浄化槽汚泥については，新規設置及び合併浄化槽への転換による増加要因と，下水道への転換による減少要因があり，収集量自体は，わずかに増加傾向である。    なお，収集形態別にみると，し尿，浄化槽汚泥とも，許可業者による収集が主に行われている。 
 表３－３ し尿及び浄化槽汚泥の収集形態別収集量の推移                                              （単位：kl／年） 年度 区分 直  営 委  託 許  可 総収集量 

 し   尿 ２９，４６８ ６８，５３６ ２５８，８８３ ３５６，８８７ １６ 浄化槽汚泥 ０ ４，９５５ ４０５，４１０ ４１０，３６５ 
 計 ２９，４６８ ７３，４９１ ６６４，２９３ ７６７，２５２ 
 し   尿 ２８，３１４ ６２，６７２ ２４４，２２６ ３３５，２１２ １７ 浄化槽汚泥 ０ ７，４３６ ４０５，４２６ ４１２，８６２ 
 計 ２８，３１４ ７０，１０８ ６４９，６５２ ７４８，０７４ 
 し   尿 ２６，５５２ ５７，４５６ ２３６，９８９ ３２０，９９７ １８ 浄化槽汚泥 ０ ６，５３６ ４０７，６８３ ４１４，２１９ 
 計 ２６，５５２ ６３，９９２ ６４４，６７２ ７３５，２１６ 
 し   尿 １６，５６９ ５３，３５８ ２２９，６２７ ２９９，５５４ １９ 浄化槽汚泥 ０ １３，５８２ ４０７，４２５ ４２１，００７ 
 計 １６，５６９ ６６，９４０ ６３７，０５２ ７２０，５６１ 
 し   尿 １６，３４０ ５０，７７７ ２１９，７０４ ２８６，８２１ ２０ 浄化槽汚泥 ０ ４，１２１ ４２５，７４２ ４２９，８６３ 
 計 １６，３４０ ５４，８９８ ６４５，４４６ ７１６，６８４  （注）数値には県外分を含んでいない。 

 （２）１人１日当たり排出量    し尿及び浄化槽汚泥の排出量の１人１日当たりの推移は，表３－４のとおりである。    浄化槽汚泥の１人１日当たりの排出量は増加する傾向にあり，合併処理浄化槽の普及などが要因と考えられる。 
 

 



表３－４ し尿及び浄化槽汚泥の１人１日当たりの排出量の推移                                       （単位：ﾘｯﾄﾙ／人・日） 年 度 
 区 分 １６ １７ １８ １９ ２０ 全国平均 （平成１９年度） し   尿 ２．３１ ２．１２ ２．１５ ２．１２ ２．１５ ２．２４ 浄化槽汚泥 １．５４ １．６０ １．６２ １．６６ １．７０ １．３６ 平 均 １．９３ １．８６ １．８９ １．８９ １．９３ １．８０ 

 （注）１ し尿１人１日当たりの排出量（ ﾘｯﾄﾙ／人・日）＝（し尿収集量）／（非水洗化計画収集人口・365又は366日） 
    ２ 浄化槽汚泥１人１日当たりの排出量（ ﾘｯﾄﾙ／人・日）＝（浄化槽汚泥収集量）／（水洗化浄化槽人口・365又は366日） 
 （３）処理量    し尿及び浄化槽汚泥の処理量は，県外からの受託分を含み２８６，９３７kl及び４２９，８６３klとなる（図３－１参照）。これらの形態別処理量の推移は，表３－５のとおりである。し尿及び浄化槽汚泥ともに，ほとんどがし尿処理施設で処理されている。 
 表３－５ し尿及び浄化槽汚泥の形態別処理量の推移                                           （単位：kl／年） 年   度 区   分 １６ １７ １８ １９ ２０ し尿処理施設 ３４７，９７８ ３２７，０５６ ３１４，４４２ ２９３，８１８ ２８２，６１１ 下 水 道 投 入 ９，０２４ ８，２２４ ６，６４５ ６，１２３ ４，３２６ そ  の  他 ０ ０ ０ ０ ０ し     尿

 小 計 ３５７，００２ ３３５，２８０ ３２１，０８７ ２９９，９４１ ２８６，９３７ し尿処理施設 ３９５，０７０ ３９８，６９１ ４００，７７４ ４１７，９３４ ４２３，３２２ 下 水 道 投 入 １５，４１２ １４，３４７ １３，８１４ ３，１７２ ６，５４１ そ  の  他 １８７ １７２ ０ ０ ０ 浄化槽汚泥       
 小 計 ４１０，６６９ ４１３，２１０ ４１４，５８８ ４２１，１０６ ４２９，８６３ し尿処理施設 ７４３，０４８ ７２５，７４７ ７１５，２１６ ７１１，７５２ ７０５，９３３ 下 水 道 投 入 ２４，４３６ ２２，５７１ ２０，４５９ ９，２９５ １０，８６７ そ  の  他 １８７ １７２ ０ ０ ０ 計

 小 計 ７６７，６７１ ７４８，４９０ ７３５，６７５ ７２１，０４７ ７１６，８００  （注）１ 数値は県外からの受託分の処理量を含む。     ２ 「その他」とは，し尿処理施設又は下水道投入以外の処理をいい，農地還元を含む。 
 

 

 



（４）自家処理量    本県における自家処理量の推移は，表３－６のとおりである。    市町村合併に伴い収集処理体制の見直しが図られたことなどにより，自家処理量は大幅に減少している。   表３－６ 自家処理量の推移                                         （単位：kl／年） 年   度 区   分 １６ １７ １８ １９ ２０ し     尿 ４５，８９８ ２５，２９１ １６，２９８ １４，６４５ １２，９０３ 浄化槽汚泥        ４２３ ０ ０ ０ ０ 合   計 ４６，３２１ ２５，２９１ １６，２９８ １４，６４５ １２，９０３ 
    市町別のし尿及び浄化槽汚泥の収集形態別収集量・手数料・形態別処理量及び自家処理量は，Ⅳ資料編の資料―表１７に示すとおりである。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 処理施設の整備状況と処理実績   （１）整備状況    本県には，し尿処理施設が３６施設ある。また，コミュニティプラントは２施設ある。     し尿処理施設及びコミュニティプラントの位置図は，図３－４のとおりである。   

図３－４ し尿処理施設の位置図  （平成２０年度末現在）  

 （２）処理実績    本県におけるし尿処理施設及びコミュニティプラントの処理実績等の一覧表は表３－７，表３－８のとおりである。 
 

【凡 例】      ～    ：施設番号（し尿処理施設）      ・     ：施設番号（コミュニティプラント）           ：一部事務組合構成区域 
１ ３６ 

組合名 １ ２ 

1,2 広島市  大竹市  府中町  海田町  
 坂町  熊野町  廿日市市  江田島市   呉市  

東広島市  
安芸太田町  北広島町  安芸高田市  三次市  庄原市  

竹原市  三原市  尾道市  
神石高原町  府中市  福山市  

世羅町  
３ ４ ５ 

8,9 １０ １１ １４ １６ 
１７ 

１８ 
２０ ２１ 

２８ 
２５ 

２６ 

３０ 
３１ 

３５ 

山県郡西部衛生組合  
安芸地区衛生施設管理組合  

甲世衛生組合  
大崎上島町  竹原広域行政組合  ３４ 

甲双衛生組合  

６ 
１３ 

７ １２ 
１９ 

１５ ２３ 

２２ 
３２ 

２４ 
２９ 

２７ ３６ 
３３ 

1 

２ 



表３－７ し尿処理施設及び処理実績等一覧表1 広島市 広島市南区出島二丁目２２－８ 広島市出島処理場浄化槽汚泥処理施設 1990 ○2 広島市 広島市南区出島二丁目２２－８ 広島市出島処理場し尿処理施設 1983 ○3 呉市 呉市多賀谷三丁目９－１ 呉市東部処理場 1974 ○ ○4 呉市 呉市倉橋町４８１８ 長門園 1991 ○ ○5 呉市 呉市豊町大長６３３３ 芸予環境衛生センターし尿処理施設 1995 ○ ○6 呉市 呉市安浦町安登東小島 安浦処理場 1978 ○ ○7 呉市 呉市下蒲刈町立石１１４９－２ 下蒲刈処理場 1978 ○ ○8 三原市 三原市沼田東町七宝２４８－１ 三原市浄化場 1967 ○ ○9 三原市 三原市沼田東町七宝２４８－１ 三原市浄化場 1977 ○ ○10 尾道市 尾道市東尾道１９－５ おのみち地区し尿処理場 1996 ○ ○11 尾道市 尾道市重井町５２９２－２ 因島クリーンセンター 1989 ○ ○12 尾道市 尾道市瀬戸田町名荷２２４６－２ 尾道市瀬戸田汚泥再生処理センター 2001 ○ ○13 福山市 福山市新浜町二丁目３－１ 福山市新浜処理場 1969 ○ ○14 福山市 福山市松永町七丁目２－３１ 福山市西部衛生センター 1978 ○ ○15 福山市 福山市走島町道閑１１ 福山市走島し尿処理場 1977 ○ ○16 福山市 福山市新市町相方８０ 福山市新市し尿処理場 1977 ○ ○17 福山市 福山市内海町岩谷２５４０ 福山市内海し尿処理場 1993 ○ ○18 福山市 福山市神辺町川南８１－１ 福山市深品し尿処理場 1981 ○ ○19 府中市 府中市中須町１５４１－１ 府中市環境センター 1983 ○ ○20 三次市 三次市日下町５０４－２ 三次市錦水園 1974 ○ ○21 庄原市 庄原市掛田町１１１－３ 庄原市備北衛生センター 2000 ○ ○22 庄原市 庄原市東城町久代６６７１－２ 庄原市東城クリーンセンターし尿処理施設 1985 ○ ○23 大竹市 大竹市東栄三丁目４ 大竹市し尿前処理施設 2005 ○ ○24 東広島市 東広島市西条町上三永７６６－１ 賀茂環境衛生センター 1985 ○ ○25 廿日市市 廿日市市木材港南１２－８ 廿日市衛生センター 2000 ○ ○26 安芸高田市 安芸高田市高宮町舟木１９９６－２ 安芸高田清流園 1978 ○ ○27 江田島市 江田島市能美町鹿川 江田島市浄化センター 1975 ○ ○28 北広島町 北広島町川井字大槙ヶ平１１４０－１４ 北広島町緑清苑 1977 ○ ○29 神石高原町 神石高原町小畠２２３ 神石郡し尿処理場 1979 ○ ○30 安芸地区 坂町１３２２－１１ 安芸衛生センター 1982 ○ ○31 山県郡西部 安芸太田町大字穴黒峠 ポックルくろだおアメニティセンター 1992 ○ ○32 甲世衛生 世羅町川尻７８１－１１ 甲世衛生組合美化センター 1987 ○ ○33 甲双衛生 三次市甲奴町梶田１５８２－１ 甲双衛生組合し尿処理場 1990 ○ ○34 竹原広域 東広島市安芸津町大字木谷５６７６ 安芸津クリーンセンター 1990 ○ ○35 竹原広域 大崎上島町明石８６９ 大崎上島クリーンセンター 1996 ○ ○36 竹原広域 竹原市福田町西ヶ迫３８９１－１ 竹原クリーンセンター 1987 ○ ○（注）１．処理方式　　　　　「嫌気」嫌気性消化・活性汚泥処理方式，「好気」好気性消化・活性汚泥処理方式，「好希釈」好気性処理のうち　　　　（旧低二段），「高負荷」高負荷脱窒素処理方式，「膜分離」膜分離処理方式，「焼却」焼却処理方式，「浄化槽」　　　２．施設改廃等　　　　　「建設」建設中，「変無」能力変更なし，「能変」能力変更あり。表３－８　コミュニティプラント施設及び処理実績等一覧表1 呉市 呉市音戸町波多見２丁目２７－２ 竹田浜汚水処理場2 安芸高田市 安芸高田市甲田町下小原３１０番地の１ 吉田口浄化センター（注）コミュニティプラントとは，廃棄物処理法第６条第１項により定められた市町村の定める一般廃棄物処理計画に従い，計２施設20061977
計３６施設

施設番号 市町名 所　　　　　在　　　　　地 施　　　　　設　　　　　名 使用開始年度

し　尿 汚　泥使用開始年度 処理対象施設番号 市　町事務組合名 所　　　　　在　　　　　地 施　　　　　設　　　　　名



し　尿 浄化槽汚　泥 有機性廃棄物 その他kl/日 kl/年度 kl/年度 t/年度 kl/年度 t/年度300 0 44,038 0 0 浄化槽専用 脱水 焼却 187 ○ 変無 委託300 33,892 0 0 0 標脱 脱水 焼却 140 ○ 変無 委託120 5,800 3,985 0 0 湿式酸化 その他 75 ○ ○ 変無 委託40 7,301 7,457 0 0 高負荷 膜分離 脱水 411 ○ ○ 変無 直営10 1,813 1,015 0 0 高負荷 膜分離 焼却 134 ○ 変無 直営30 3,380 3,283 0 0 好二段 脱水 焼却 17 ○ 変無 直営6 1,153 376 0 0 好気 脱水 80 ○ 変無 直営80 10,062 20,053 0 0 嫌気 下水投入 脱水　乾燥 364 ○ 変無 委託60 7,546 15,040 0 0 好気 下水投入 脱水　乾燥 273 ○ 変無 委託173 43,706 24,831 0 0 高負荷 脱水 乾燥 焼却 堆肥化 259 ○ ○ 変無 直営60 13,706 12,557 0 0 高負荷 脱水 堆肥化 806 ○ ○ 変無 直営21 5,354 1,714 0 0 高負荷 膜分離 脱水 堆肥化 4 ○ 変無 直営150 12,165 23,956 0 0 嫌気 脱水 メタン発酵堆肥化 1,186 ○ 変無 直営150 12,605 21,872 0 0 標脱 脱水 1,312 ○ 変無 委託2 320 143 0 0 好希釈 脱水 1 ○ 変無 委託40 5,189 5,201 0 0 好気 脱水 堆肥化 386 ○ 変無 直営31 3,113 7,430 0 0 高負荷 膜分離 脱水 堆肥化 429 ○ 変無 委託70 9,533 16,945 0 0 嫌気 脱水　乾燥 メタン発酵堆肥化 128 ○ 変無 直営60 7,968 13,429 0 0 標脱 焼却 45 ○ 変無 直営60 10,141 21,236 0 0 好気 焼却 堆肥化 182 ○ ○ 変無 直営50 6,215 8,941 0 0 高負荷 膜分離 焼却 脱水 乾燥 焼却 56 ○ 変無 一部委託12 2,050 2,795 0 0 標脱 脱水 乾燥 焼却 6 ○ 変無 一部委託12 857 2,376 0 0 好希釈 脱水 28 ○ 変無 直営210 22,188 57,989 0 0 高負荷 その他 焼却 95,022 ○ ○ 変無 委託100 8,863 28,631 0 0 高負荷 膜分離 脱水 乾燥 焼却 堆肥化 174 ○ 変無 一部委託50 7,186 10,395 0 0 高負荷 膜分離 焼却 61 ○ 変無 直営50 8,003 5,105 0 0 標脱 脱水 乾燥 焼却 堆肥化 151 ○ 変無 直営30 1,909 7,609 0 0 好気 脱水 340 ○ 変無 直営20 1,201 4,551 0 0 標脱 乾燥 堆肥化 66 ○ 変無 直営300 11,809 18,173 0 0 標脱 脱水 堆肥化 1,196 ○ 変無 委託27 1,633 4,405 0 0 高負荷 その他 脱水 293 ○ 変無 直営35 5,119 13,185 0 0 標脱 焼却 35 ○ 変無 委託25 2,935 5,559 0 0 標脱 脱水 堆肥化 269 ○ 変無 直営21 2,440 3,652 0 0 高負荷 脱水 乾燥 焼却 7 ○ 変無 委託22 3,905 2,151 0 0 高負荷 膜分離 脱水 乾燥 焼却 23 ○ 変無 直営50 5,865 10,518 0 0 高負荷 脱水 938 ○ 変無 委託2,777 286,925 430,596 0 0 105,084希釈ばっ気・活性汚泥処理方式，「好二段」好気性処理のうち二段活性汚泥処理方式，「標脱」標準脱窒素処理方式浄化槽汚泥専用処理方式，「湿式酸化」湿式酸化・活性汚泥処理方式，「その他」上記に該当しない処理方式。
変無 委託変無 委託市町が設置したし尿処理施設で，し尿と生活雑排水を併せて処理する施設のことをいう。502 72,95352 7,749 膜分離450 65,204 長時間ばっ気 運転管理体制 備　考計画最大 汚水量 年間汚水処理量 処理方式 施設改廃等（ｍ /日） （ｍ /年）

運転管理体制汚水処理 汚泥処理 資源化処　理 埋立処分 肥料等処　理　方　式 残さ量 残さ処分方法 施設改廃等その他公称能力 年　間　処　理　量

３３



５ 浄化槽 （１）設置状況 本県における浄化槽の設置基数は，平成２０年度末現在，１９３，５５８基であり，単独処理浄化槽は１１４，５５０基，合併処理浄化槽が７９，００８基である。浄化槽の設置基数の推移は，表３－９及び図３－５のとおりである。なお，平成２０年度は前年度に比べ，単独処理浄化槽は３．２％減，合併処理浄化槽は３．０％増であった。 単独処理浄化槽については，平成１２年６月に改正された浄化槽法において，し尿と生活雑排水とあわせて処理するものだけが浄化槽と定義されたことから，新たに設置されることはなく，既設のものが廃止されたり下水道又は合併処理浄化槽に転換することより減少する傾向にある。 一方，合併処理浄化槽については，し尿汲み取りや単独処理浄化槽からの転換により増加傾向にある。なお，平成２０年度の浄化槽の新規設置に係る届出は３，８２１基であった。      総数については，新規設置による増加要因と，下水道転換による減少要因により，最近では，ほぼ横ばいで推移している。   
 表３－９ 浄化槽の設置基数の推移                                          （単位：基） 年   度 浄 化 槽 １６ １７ １８ １９ ２０ 単独処理浄化槽 １２５，１６４ １２１，４８３ １２０，８７９ １１８，３９０ １１４，５５０ 合併処理浄化槽 ６２，５１１ ７０，８４０ ７３，３９６ ７６，６８４ ７９，００８ 合   計 １８７，６７５ １９２，３２３ １９４，２７５ １９５，０７４ １９３，５５８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３－５ 浄化槽の設置基数の推移 
 

 （ア）人槽区分別の設置基数      人槽区分別の浄化槽の設置基数は，表３－１０のとおりである。      一般的に，一戸建て住宅では主に１０人槽以下のものが設置されており，集合住宅やマンション等では，世帯数に応じた規模の浄化槽が設置されている。また，商業施設や学校，病院，宿泊施設等においては，施設の利用人数や利用形態に応じた規模の浄化槽が設置されている。 
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     なお，浄化槽法に基づき技術管理者を置かなければならないとされている５０１人槽以上の規模の浄化槽は，県内に３４３基設置されている。 
 表３－１０ 人槽区分別浄化槽の設置基数状況                                        （単位：基） 人   槽  浄 化 槽 ～２０ ２１～５００ ５０１～ 合  計 単独処理浄化槽 １００，０５３ １４，４８０ １７ １１４，５５０ 合併処理浄化槽 ７２，３９９ ６，２８３ ３２６ ７９，００８ 合   計 １７２，４５２ ２０，７６３ ３４３ １９３，５５８ 

 

 （イ）構造基準別の設置基数 本県における構造基準別浄化槽の設置状況は，表３－１１のとおりである。旧構造基準適用の浄化槽は４２，２９８基，新構造基準適用の浄化槽は１５１，２６０基である。 
 表３－１１ 構造基準別浄化槽の設置状況 構 造 基 準        設置基数（基） 構 成 比（％） 旧構造基準適用 ４２，２９８ ２１．９ 新構造基準適用 １５１，２６０ ７８．１ 合   計 １９３，５５８ １００．０       （注）昭和５６年６月１日に浄化槽法が全面的に改正され，改正前の浄化槽を 旧構造基準適用，改正後を新構造基準適用の浄化槽という。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ウ）管轄別の設置基数      管轄別の浄化槽の設置基数の推移は，表３－１２のとおりである。      浄化槽法では，浄化槽の設置等に係る指導については都道府県が所管しており，保健所を設置する市の市域については当該市が所管している。また，本県では，浄化槽法に係る権限の市町への移譲を進めており，平成２０年度末時点で，１４市町が所管することとなった。 
 表３－１２ 浄化槽の管轄別設置基数の推移 （単位：基） 年    度 

 管 轄 機 関 １６ １７ １８ １９ ２０ 広島地域事務所 ２９，７９１ ２７，２８６ ２７，３２９ ２７，６２０ ６，１７３ 芸北地域事務所 ８，４７８ ８，６６４ ８，８５８ ４，２９８ ４，３５５ 福山地域事務所 １２，３８７ ９，０５４ ９，２７８ ９，４３４ １，６０２ 備北地域事務所 １０，４４６ ３，３６５ ３，５４４ ３，６５９ ３，７９１ 県 管 轄 小 計 １３０，９６９ １２１，８２８ ９４，５６０ ７０，３５７ １５，９２１ 広 島 市 １９，１８９ １８，２５２ １７，１６４ １６，１２５ １５，１２８ 呉 市 ９，２７１ ９，２１２ ８，９４７ ８，７８１ ８，４１８ 竹 原 市 
－ － ６，８４８ ６，８７３ ６，８５７ 三 原 市 
－ － － － １６，６８４ 尾 道 市 
－ － ２１，５３５ ２２，２９２ ２２，２３７ 福 山 市 ２８，２４６ ３４，７４８ ３５，６８７ ３５，６０１ ３５，２８６ 府 中 市 
－ － － － ７，９１７ 三 次 市 － ８，２８３ ８，５２０ ８，７７７ ９，０１７ 大 竹 市 
－ － － － ９５５ 東 広 島 市 － － － ２０，７９１ ２１，５０３ 廿 日 市 市 
－ － － － １５，１０１ 安 芸 高 田 市 － － － ４，３９０ ４，４９１ 江 田 島 市 
－ － － － ４，３５９ 海 田 町 
－ － － － ３，１４５ 熊 野 町 
－ － － － １，４９０ 大 崎 上 島 町 
－ － １，０１４ １，０８７ １，２１１ 世 羅 町 
－ － － － ３，８３８ 合    計 １８７，６７５ １９２，３２３ １９４，２７５ １９５，０７４ １９３，５５８  （注）市町村合併に伴い，次のとおり管轄が変更となった。      ・平成１４年度：旧内海町・新市町区域 … 福山地域事務所 → 福山市      ・平成１５年度：旧下蒲刈町区域 … 呉地域事務所 → 呉市 ・平成１６年度：旧音戸町・倉橋町・蒲刈町・安浦町・川尻町・豊浜町・豊町区域 … 呉地域事務所 → 呉市              旧沼隈町区域 … 福山地域事務所 → 福山市，旧上下町区域 … 備北地域事務所 → 福山地域事務所              旧大和町区域 … 東広島地域事務所 → 尾三地域事務所      ・平成１７年度：旧湯来町区域 … 広島地域事務所 → 広島市，旧神辺町区域 … 福山地域事務所 → 福山市 

     浄化槽の処理方法別，建築用途別，人槽別，市町別，管轄別の設置基数は，Ⅳ資料編の資料－表１８～表２２に示すとおりである。 



（２）法定検査    浄化槽の管理者は，浄化槽が正しく機能しているかを確認するため，浄化槽法に基づき，新しく浄化槽を設置した場合や構造又は規模の変更をした場合は使用開始３ヶ月後から８ヶ月後までの間に，また，その後も毎年１回，水質に関する検査（法定検査）を受けることが義務付けられている。    浄化槽の法定検査の受検率の推移は，表３－１３のとおりである。 
 表３－１３ 浄化槽の法定検査の受検率の推移                                            （単位：％） 年   度 区   分 １６ １７ １８ １９ ２０ 全 国 （平成１９年度）新設時等検査（７条検査） ９４．３ ９９．０ ９９．７ ９９．８ ９９．９ ８７．９ 定期検査（１１条検査） １８．４ １９．４ ２１．２ ２６．０ ３５．２ ２５．７ 

 うち合併処理浄化槽 ４６．３ ５０．９ ５１．７ ４６．３ ５１．７ ４７．０ 
    本県の法定検査の受検状況について，新設時等においてはほとんど受検が行われているが，毎年１回行う定期検査の受検率は，３５．２％である。    本県では，受検率の向上のため種々の取組を進めているところであり，受検状況は徐々に改善している。    なお，浄化槽の法定検査については，国全体の状況においても受検率が低いことが問題となっており，浄化槽法が改正され，平成１８年２月から法定検査を受検しない者に対する行政の指導権限が強化された。 
 


